戦後アメリカ資本主義と段階論 : 経営者資本主義から新金融資本主義へ by 北原 徹 et al.



















































1 ）宇野の段階論に関しては，宇野 ［1954］， ［1962］ を参照。









































③技術基盤 第 2 次産業革命（電気と内
燃機関）の効果持続

















































図11, 12, 13, 14, 




























































































































（出所）Bureau of Economic Analysis: National Income and Product Accounts Table 1.1. 1  
図 1 　米国実質経済成長率： 5 年移動平均
（出所）Bureau of Economic Analysis: Fixed Assets Accounts Table 4.1, 4.4, 4.7, 
　　　 International Transactions Table 4.2, 非金融企業の海外利潤は推計
　　　 FRB: Financial Accounts of the U.S. L103, F103, S 5 a































































































































































































































とする第 3 次産業革命である。しかし，後の第 3 節で議論するように，第 3 次産業革命の経済
（出所）Bureau of Economic Analysis: Fixed Assets Accounts Table 4.2
図 3 　民間非住宅実質固定資本ストック増加率： 3 年移動平均
（出所）Bureau of Labor Statistics




































































































































































































































































































































































5 ）フレイ ［2020］ 第 8 章は，ICT を中心とする1980年代以降の技術発展が，それ以前の労働補完型
（人間の労働を助けて補う技術）から，労働置換型（人間の労働に置き換わる技術）に変化し，それ























































































































































































































































































































（注）中間層とは，個人全体の平均所得の 2 分の 1 以上，1.5倍以下の所得層のことであり，それより所得水準が高い層が
上位層，低い層が下位層である。































































































































6 ）輸入拡大 ・ 海外直接投資拡大が顕著になるのは，図17に見られるように1990年代以降であるのに




図 9 　労働生産性と平均報酬：1980年 =100
（注）CEO 報酬（株式を使った報酬を含む）は売上高上位350社の平均。労働者報酬は当該企業の属する産業の生産・非
管理労働者の平均報酬。報酬倍率は350社各社の倍率の平均。








































































































































































































































（出所）FRB: Financial Accounts of the U.S. L208, L210, L223
図11　金融資産残高（積み上げグラフ）：GDP 比
（注）危機関連シャドーバンキング：MMF, 証券化，証券会社の債券投資，証券貸出担保現金























































































































































































































7 ）戦後アメリカ資本主義における金融経済と実体経済の関連に関しては，北原 ［2019］ も参照。
（出所）FRB: Financial Accounts of the U.S. L227; Bureau of Economic Analysis: National Income and Product Accounts 
Table 1.1. 1  
図13　家計の年金資産蓄積：GDP 比










































































































































































































































































































































9 ）金融循環に関しては，アグリエッタ ［1998］ 第Ⅳ章「金融循環の復活」，Drehman, Borio and 
Tsatsaronis ［2012］ を参照。Drehman et al ［2012］ では，米国に関して1980年代以降金融循環が劇的
に拡大していることが示されている。
10） こうした金融政策のあり方の変化に関して詳しくは，北原 ［2021］ 第Ⅳ節「戦後の金融政策の変遷」
を参照。
























（出所）Bureau of Economic Analysis: National Income and Product Accounts Table 1.1. 1 ; FRB: Financial Accounts of 




















































































































































































国際的な経済の運行において果たす役割が増していくこと」（Epstein　［2005］ p. 3 ）と定義され広範
な範囲を含むが，やや漠然としている。また，本稿では段階論的発想から段階の転換を重視するが，
金融化論ではそうした観点に欠けているように思われる。
13）1980年のフォーチューン製造業売上高500社のうち 3 分の 1 の企業が，1990年までに敵対的企業買
収の脅威を経験し，そして 3 分の 1 の企業が1990年末時点で独立した企業としては存続していなかっ





















15）金融の拡大・肥大化の要因に関しては，北原 ［2017］， ［2021］ を参照。


































































































































（出所）FRB: Financial Accounts of the U.S. L223, F103, S 5 a
























































































































化学等の第 2 次産業革命関連の産業である。1980年代以降の新金融資本主義段階では，第 2 次
産業革命関連産業の投資は大きく減退した。産業技術的には，第 2 次産業革命に代わって情
報・通信等の第 3 次産業革命が進展してきた（規定軸③）。しかしながら，第 3 次産業革命の




それに代わるものとして台頭してきた第 3 次産業革命とそれを体現する ICT 産業は，産業的
には，投資面では力不足であり，付加価値面・雇用面（図 5）でも裾野が狭く，また生産性上






































































































































































り存在する。Arcand, J. L., Berkes & U. Panizza ［2015］ 及び Cournede, B. & O. Denk ［2015］ では，
民間非金融部門に対する信用供与が GDP の100% を超えると， 1 人当り GDP 成長にマイナスの影響
を及ぼすことが示されている。アメリカでは，100% の水準を1980年代初めに超えている。









































































































































（出所）FRB, Financial Accounts of the U.S., F.223, L.223, R.101, R104 ; Bureau of Economic Analysis, National Income 









































































































































































































3 次産業革命の中核をなす ICT 技術は，AI 技術も含めて，プロセス・イノベーション的であ
り，既存の業務・活動プロセスを効率化し，既存プロセスの中の仲介項を中抜きにするという
性格が強い。経済・社会の中での幅の広がりも，第 2 次産業革命の成果と比べると狭い。こう
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